共同研究契約書第７条に基づく令和○○年度付属協議書

　秋田県産業技術センター所長 ○○○○（以下「甲」という。）と□□□□□（以下「乙」という。）と□□□□□（以下「丙」という。）は、令和○○年●月●日付けで締結した共同研究契約書第７条に基づき、甲、乙及び丙が令和○○年度にそれぞれ分担する研究に要する費用並びに乙及び丙が甲に納入する金銭及びその方法について、次のとおり協議が成立した。
（費用の分担）
第１条　甲、乙及び丙は、それぞれ研究に要する費用を次のとおり分担する。

	区分
	担当する研究及び調査
	経　費

	甲
	１．

２．

３．

････
	人件費                         円

設備費                         円

その他経費                     円

直接経費                       円

計                         円

	乙
	１．

２．

３．

････
	人件費                         円

設備費                         円

その他経費                     円

甲に支払う経費                  円

計                         円

	丙
	１．

２．

３．

････
	人件費                         円

設備費                         円

その他経費                     円

甲に支払う経費                  円

　　　計                         円


注）  人件費は、共同研究に参加する研究員について当該研究員が共同研究に充てる期間をもとに算定したものを、設備費は、本協議成立時にそれぞれ保有する機器で共同研究に使用するものの償却費をいう。

また、その他経費は、共同研究の遂行に伴う光熱水費等をいう。
（金銭の納入）
第２条  乙及び丙は、甲の発行する納入通知書により、乙は●●●円（●％対象、うち消費税額●●円）を、丙は●●●円（●％対象、うち消費税額●●円）を令和●●年●月●日までに甲に納入する。

（協議の変更）
第３条  年度途中において、共同研究内容の変更等により、甲、乙及び丙が分担する研究に要する費用に変更が生ずるときは、変更協議するものとする。
この協議の成立を証するため、本協議書を３通作成し、三者記名押印のうえ各自１通を保有する。

　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　秋田県秋田市新屋町字砂奴寄４－１１
秋田県産業技術センター

所　長　　　　　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　○○県○○市
○○株式会社
代表取締役　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丙　○○県○○市
○○株式会社
代表取締役　○○　○○
